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	係長
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	係員
	係員
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	区受領印


開発許可事前相談書

　　　　　　　　　　　　　（P　　－　－　）
	整理番号
	№
	宅地造成規制区域・区画整理すべき区域

	相談経過
	受付日　　　年　　月　　日
	都市計画公園内（　　　　　　　　　　　）

都市計画道路内（　　　　　　　　　　　）

地区計画内（　　　　　　　　　　　）

沿道地区計画内（　　　　　　　　　　　）

	
	現場調査日　　　年　　月　　日
	

	
	処理日　　　年　　月　　日
	

	事前相談者

（設計者）
	住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ℡　  （　　　）

	
	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　担当者：

	事業者
	住　所

	
	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ℡　  （　　　）

	計画地の所在
	住居表示　　板橋区　　　　　　　　　丁目　　　　　　番

	
	地名地番　　板橋区　　　　　　　　　丁目　　　　　　番

	計画建築物

用途・規模
	1.専用住宅（自己･分譲　　棟）・共同住宅（分譲･賃貸　　戸）・その他：
2.　　　　　　　　造　／　地上　　　階建（地下　　階建）

3. 事業面積　　　　　　㎡／建築面積　　　　　　㎡／延べ面積　　　　　　㎡

	大規模建築物等指導要綱
	適用　・　準指導　・　不適用
	土砂災害
防止法
	区域内　　・　　区域外

・　基礎調査区域内

	要件
	１．事業面積　　　　　　　　　　　　　　　　 ㎡ 　　（　該当　・　否　）

２．地　　　目　（　宅地・畑・田・雑種地・山林・その他　　　　　　　　　）

３．公道・水路　（　無　・　有　）

４．道　　　路　（　無　・　有：新設、増設、廃止、既設、その他　　　　　）

５．造成高さ （　切　・　盛　）　　　　 　　ｃｍ　　（　該当　・　否　）
６．切土・盛土によって生じたがけ　　　　　　　ｃｍ　　（　該当　・　否　）

	都市計画法

第29条
	判定
	許可手続き不要・許可に該当

	
	許可不要理由

許可該当理由
	

	宅地造成等

規制法
	

	雨水流出
抑制対策
	□
	雨水流出抑制施設設置指導要綱の基準に従い作成した計画書を大規模建築物等指導要綱に基づく申出書に添付し、建築安全課集合住宅指導係に提出すること。
	□
	計画書の内容が雨水流出抑制施設設置指導要綱に適合することを確認しました。

	
	
	
	□
	計画書の内容が雨水流出抑制施設設置指導要綱に適合しないため別途協議・再提出が必要です。


※注：太線内をご記入願います。
この回答の写しを建築確認申請等に添付してください。　　　　　　　　　　　　　　　2024.4版　　
